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要旨：本稿は、今後の地域住民自治を進めるために必要となる、地域づくり人材養成に向けた中間支援組織の役
割を考察するものである。はじめに現代の地域住民自治の施策について “ 主体形成 ” に着目して概括し、それが
自治会町内会等の旧来型の地域自治組織とは異なる新しい地域リーダー層の創生、ないしはそれらとの合流を目
指していたことを整理した。次に、地域ニーズの出現背景として家族機能の変化に着目し、地域住民自治に必要
な新たな視点として “ 暮らしを支えるサービス ” を創り出すこと、そして当事者を中心に作り出したサービスや
それを支援する人々を中心としたネットワーク組織から中間支援組織が出現したことを横浜の事例から示した。
その後、世代交代やモザイク化する地域社会の様相を確認しつつ、中間支援組織の役割として多様な住民層をつ
なげる「関係性の再構築」と身近な公共空間を創っていくための「場の再構築」が必要となることを示した。そ
れらを実現してくためには旧来型の地域自治組織単独では難しく、既存の中間支援組織等が連携・協力していく
必要がありそれぞれの役割を考察した。そして、こうした役割を担いうる人材養成を行う横浜の事例からプログ
ラム開発とプログラムの内容を整理しつつ、今後必要となる視点を提示する。
キーワード：地域住民自治、主体形成、家族機能、中間支援組織、人材養成
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はじめに
　本稿は、コミュニティ政策における地域住民自治に着
目し、それを推進する中間支援組織の役割を論じるもの
である。特に現代日本社会のコミュニティの構造変化と
コミュニティの支援ニーズの関係、そして支援ニーズに
対応する今後の中間支援組織の姿を描こうとするもので
ある。なお、本稿で扱う事例は、著者が 12 年間所属し
た中間支援NPO「認定 NPO法人市民セクターよこはま」
の実践や支援先のNPOあるいは地域の実践を中心に扱っ
ている。横浜市は、1960 年代の高度経済成長期におけ
る住民参加論をリードした都市であり、また 1990 年代
後半以降の協働型社会において、他の自治体に先駆けて
協働の原則（横浜コード 1））を定めるなど地域住民自治
の実践をいち早く進めた都市である。都市居住地におけ
る公共的な課題を小学校区範囲程度の小地域をベースと
して解決を目指すコミュニティ政策を検討する上で有用
な知見となることが期待できる。
Ⅰ章　コミュニティ政策と
	 　地域住民自治
1節　都市居住地における地域住民自治の
	 歴史と主体形成
(1)	コミュニティ政策と地域住民自治の関係
　本稿ではコミュニティ政策を、“ 地域的なまとまりに
着目した多様な主体の協働による公共的な課題の解決の
仕組み ” と定義する。一方住民自治は、憲法 92 条の本
旨の通りであり、それは地方における行政を行う場合に
その地方の住民の意思と責任に基づいて処理する原則の
こと、とされている。しかしながら実態としては、住民
による条例や改廃の請求、議会の解散請求、首長、議員
の解職請求が認められているに過ぎない。本稿では、こ
うした狭義の定義とは異なり、地域的なまとまりに注目
しつつ、住民自らが地域の課題解決の主体となり、そう
した状態が持続的に営まれる目標概念として扱う。そし
て狭義の住民自治と区別するため「地域住民自治」と呼
ぶことにする。
　コミュニティ政策と地域住民自治の関係は、地域住民
自治を進めるためのコミュニティ政策と表すことができ
る。つまり、あらゆるコミュニティ問題を射程とするも
のがコミュニティ政策であり、コミュニティ問題の中の
一つの領域、あるいは要素が地域住民自治と捉えること
ができる。本稿は特定のコミュニティ問題ではなく、現
代に出現する多様なコミュニティ問題に応える地域住民
自治を実現するためのコミュニティ政策とは何かを探る
ものであり、中間支援組織の新たな人材養成の役割に着
目しているのである。
(2)	都市居住地における地域住民自治の歴史と主体形成
　現代日本におけるコミュニティ政策の始まりは 1970
年代の各種のコミュニティ施策 2）である。その後 1990
年代後半以降の協働型コミュニティ施策へと展開し、そ
して昨今の地域運営施策の試みに続いている。
　コミュニティ施策の発端はいわゆる 1969 年の国民生
活審議会調査部会コミュニティ問題小委員会の報告『コ
ミュニティ−生活の場における人間性の回復』である。
これを受けて 1971 年に自治省から「コミュニティ（近
隣社会）に関する対策要綱」が提出され、その後同省か
らいわゆる「モデル・コミュニティ施策」が展開するの
である。先の報告では４つの重要性が指摘された。概括
すると次のようになる。
・　広報活動の充実
・　コミュニティセンターなどの施設整備
・　情報提供
・　コミュニティリーダーの養成
　ここで重要な点は、これらの報告の背景として、地域
社会に地域住民自治を進めるための新たな主体を創り出
そうとしていることである。
　報告書原文より抜粋
〜コミュニティの定義〜
〜地域組織への指摘〜
　1970 年代以降のコミュニティ行政はこうした背景の
もと、つまり旧来型の地縁組織に代わる、ないしは別の
レイヤーで活躍できる地域の主体を創り出そうとしたの
「生活の場において、市民としての自主性と責任を自
覚した個人および家庭を構成主体として、地域性と各
種の共通目標をもった、開放的でしかも構成員相互に
信頼ある集団」
「かつての地域共同体は『伝統型住民層』によって構
成されていた。これが崩壊していく現代を第２段階と
すれば、ここには圧倒的な『無関心型住民層』が生ま
れ出ることになったのである。次に来るべき第３段階
においては、生活の充実を目標として目覚めた「市民
型住民層」に支持を受けたコミュニティが成立しなけ
ればならない」
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である。特に農村エリアを開発した古い住民層と新しい
住民層が混在する都市郊外部においては、コミュニティ
行政によるコミュニティセンター等の施設建設やその運
営、そしてそこに集う自発的住民たちの交流や新たなリー
ダー層が生まれることを期待していた。モデル・コミュ
ニティ施策の主な内容は次の通りである。
・　全国にモデル・コミュニティ地区を設置する。	
・　モデル・コミュニティ地区は、都道府県知事が市
町村長と協議して選定する。	
・　モデル・コミュニティ地区は、概ね小学校の通学
区域程度の規模を基準とする。	
・　市町村は、住民参加のもとにコミュニティ整備計
画を策定する。	
・　住民は、コミュニティ活動に関する計画を定める。
　これらの他、財源措置や施策指導が行われた。	1971
年度には 40 地区、1972 年度には 13 地区、1973 年度
には 30 地区の合計 83 地区 ( 都市的地域 46 地区、農村
地域 37地区 ) が、モデル・コミュ	ニティとして設定され
た。	
＜モデル・コミュニティ施策による新たなリーダー層の
創出＞
　モデル・コミュニティ施策の最大の成果 3）は、コミュ
ニティ施設等の住民が自由に集うことのできる場が出来
たことと合わせ、多彩なレクリエーションや学習活動
によって市民活動グループが誕生したことである。こう
した活動グループで活躍するメンバーの中から、後に、
NPOリーダーや地域住民自治の中心メンバーとして活躍
する者が現れた。
＜主体形成のための制度環境＞
　1990 年代以降の地域住民自治の大きなインパクトは、
地方分権改革とそれを受けて進んだ協働型コミュニティ
施策と市町村合併による広域自治体と都市内分権である。
地方分権改革は権限移譲と財政削減により否応なく、公
共サービスの見直しとそれへの住民合意を求められた。
公共サービスの見直しは担い手の見直しを含意しており、
1998 年の特定非営利活動促進法の施行、2000 年の介護
保険法の施行、そして住民と行政の協働を推進するため
の各自治体による条例や指針が数多く生まれた。これら
は新たなサービス主体が活躍しやすい環境を整える制度
とも言える。
＜地方自治法等分権型主体形成＞
　また、2000 年の地方分権一括法により強力に進めら
れた市町村合併により、地域住民自治の主体形成が新た
に進んだ。合併特例法による地域自治区を定める自治体
の数は 30 あり、地方自治法に基づく地域自治区を定め
る自治体の数は、宮崎市や上越市を始め 17 ある。しか
しこれらは 2006 年の宮崎市以降ほとんど増えていない
（2013 年 3 月末時点）。またこうした地方自治法に基づ
かない類似の仕組みや制度を自治体が独自に定め、地域
住民自治を推進しようとする試みは多様に展開している。
次節で後述する。
　このように地域を一定の範囲を限定し、地域代表性を
有し、建議、合意、事業の実施あるいは実施支援をする
主体形成は、人口減少や担い手の固定化など、個別多様
化する地域ニーズに対応する必要性から、行政施策とし
てのみならず、住民からも期待されつつある。いずれも、
既存の自治会町内会等の地域自治組織をベースとしつつ、
NPOやボランティアグループといったテーマ型団体を巻
き込みながら、また隣接する地域自治組織との連帯等に
より、組織とサービスを再編するのが特徴と言えよう。
＜問題の当事者による自生的な主体形成＞
　上述してきたような、制度や仕組みを基盤とした自治
に対して、もう一つの地域住民自治の捉え方がある。ま
ちに暮らす住民が問題の当事者となり活動・運動する動
きである。1960 年代後半から特に都市部で起こった公
害や、都市開発反対といった環境保全運動が戦後の最初
の住民主体のまちづくりの発端である。その後、景観保
全や防災、コミュニティ施設への参加論が沸き起こる。
世田谷区太子堂や神戸市真野のまちづくりがそれらの始
まりとされている。
＜全員参加のまちづくり＞
　その後、1980 年代初頭には、神戸市と世田谷区にお
いてまちづくり協議会方式による住民主体の地区まちづ
くりが始まる。太子堂では 1982 年に太子堂地区まちづ
くり協議会が発足している（その後隣接地区でも協議会
ができたため、「太子堂２・３丁目地区まちづくり協議会」
と改称）。この後、地域住民自治の新たな主体としてまち
づくり協議会が全国に広がっていく。その後、いわゆる
まちづくり条例が各市町村で生まれる。一般的には市民
と市の権利と責務を示すものが多い 4）。横浜市地域まち
づくり推進条例の例を示す。
〜市民と市が協働して行う地域まちづくりの理念や市民
と市のそれぞれの責務を明らかにするとともに、地域ま
ちづくりに関して、組織づくり、プランやルールづくり
などの市民参画の方法・手続きや、市民主体のまちづく
り活動への支援策といった基本的な事項を定める〜。
　この住民まちづくりが積極的に取り入れたのが全員参
加のまちづくりを実現するための対話型討議・共同作業
のまちづくりワークショップである。1980 年代に始ま
り、1990 年代に全国に爆発的に普及した。住民参加が
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新たな時代を迎えた時期と言ってよいだろう。
＜事業所との連携・事業化する地域自治組織＞
　最後に、NPOや地域のニーズに合わせてサービス内容
を変化させる地域貢献型事業所についても述べておきた
い。人口減少や高齢化の進む地域社会において新たな局
面を迎えている。地域自治組織が行事型からサービス主
体型に変化し、事業を展開するにあたり自らがNPO法人
をつくり運営する試みが全国に展開し始めている。2010
年ごろまではNPO法人は範域に関係なく、社会・地域問
題に対して当事者や関心を持つものが組織化し設立され
る場合が多かったと考えらえる。それが地域社会におけ
る相互扶助機能の再興や担い手の減少や固定化といった
社会・人口構造の変化により、NPOの存立背景も変化し
てきたと考えらえられるのではないだろうか。現在の地
域住民自治は、自治会町内会等の地域自治組織の多機能
化、コミュニティビジネス化が主流となりつつある。ま
た地域社会とともにある暮らしに関わるサービスを提供
する小規模事業者は、立地する地域にある個別ニーズに
柔軟に対応する経営が迫られている。例えば、お弁当一
つからの配送や電球の取り替えもしてくれる電気屋、配
達時の安否確認などである。地域自治組織のみならず事
業所も地域住民自治に不可欠なアクターとなっている。
地域総ぐるみの協働をどう実現していくのか、地域住民
自治の主体をどのように支援していくのか、コミュニティ
政策の重要なテーマとなっている。
　	2 節　都市内分権と地域住民自治
(1) 都市内分権の類型
　１節では、地域住民自治について時間軸に沿って、特
に担い手としてどのような主体が形成されようとしてき
たのかについて整理した。ここでは、地域住民自治の推
進が自治体によってどのような政策によって進められて
きたのかを整理する。大きく５つに分けられる [1]。
①地方自治法に基づく地域自治区制度を用い、行政機
能の分権化を図る例
②新合併特例法により合併時の旧市町村区域に設置さ
れる行政機能を担保する例
③自治基本条例など条例に権限権能を担保する例
④自治体が独自に要綱を定める例
⑤住民が独自に工夫する例
　これらはいずれも、地域住民自治、つまり地域課題の
把握やニーズに応じた活動を住民主体、ないしは協働的
な解決手法によって実現しようとするものである。②は、
細かく分けると新市町村合併特例法に基づく「合併特例
区」型、①の特例制度としての「特例地域自治区」型、
そして合併関係市町村の協議によって設置する「地域審
議会」制度の３つに分けられるが、いずれも合併を契機
とした取組であるため一つにまとめた。
　①の特徴は、設置区域が全区域設置であることを義務
付けていること、地域協議会の構成員の選任は市町村長
が行うこと（公選に準じた手続きに基づき投票を行い、
その結果、首長が構成員を選任することはできる。）、諮
問されたもの又は必要と認めるものについて、審議し、
市町村長その他の市町村の機関に意見を述べることがで
きる、などである。図１に全体像を整理した。敢えて述
べるならば、慣れ親しんだ地域を単位としてそれまでの
機能が維持される一方で、地域自治区長は首長の任命制
であり、地域協議会は首長の諮問答申機関にとどまって
おり、真の地域住民自治とはならないのではないとも言
える。
　一例として、宮崎市では、地域自治区ごとに地域コー
ディネーターの配置や事務所の設置、地域協議会による
事業提案と実施チームづくり、また財源としてコミュニ
ティ税（2009 年度から 2年で廃止、現在は一般財源で
実施）を導入するなど先駆的な取組も生まれた。
　②の特徴はなんといっても時限的な仕組みであるとい
うことである。そして①のように全区域設置義務ではな
く、旧市町村区域に設置される。合併による行政的な機
能の救済が目的とされていると言えよう。合併特例区と
合併特例地域自治区との違いは、合併特例区は区長を置
くことができ、法人格があり、そして期限が５年以内と
いうことである。区長は旧市町村の長などが想定される。
つまり、合併特例区の法がより暫定的と言える（表 1参
照）。また、合併関係市町村の協議によって設置する「地
域審議会」制度は首長の諮問に対する答申・建議を行う
審議会である。
図 1 　地方自治法の地域自治区制度による分権のかたち
総務省資料を元に著者作成
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chihou_seido/singi/pdf/
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　③は特に昨今増えつつある。市民活動やコミュニティ
政策の最高規範性を持つ条例として各自治体で様々な試
みがされている。都市内分権を意図しつつ、地域住民自
治を強く打ち出すいわば近隣政府型の仕組みを志向する
ものに「住民自治協議会」制度を導入した朝来市、名張
市、伊賀市がある。この条例に基づく住民自治協議会制
度は、②に挙げた首長の諮問機関とは異なり、住民自ら
が一定の範域の代表性をもち、公共的な合意形成、計画
策定、事業執行・検証の機能をもつ。そして重要なこと
はこれらを担保するために条例で制度的根拠を規定する
ことである。名張市では、2005 年に制定した自治基本
条例とは別に、2009 年に地域づくり組織条例を制定し、
包括的な地域づくり組織の設置及び事業の実施並びにゆ
めづくり地域交付金の交付に関する事項を定めるなどし
た。
　④は条例を定めてはいないが、自治体内で関係部局が
独自に要綱を定めて地域自治システムを確立させようと
するものである。地域住民自治の主体が先に挙げた合意
形成や事業執行等の主体として内外ともに明示的に自立
していくという観点からみれば条例設置の方が制度的位
置付けがあり望ましいと考えられる。
　しかしながら、政令市などの大規模な自治体となると
何百万という人口を抱え、各行政区ごとにも地域の歴史
や問題が異なり一律の条例を策定することに無理が生じ
る。370 万都市の横浜市では、区ごとに異なる方式を取
り入れ要綱により地域自治システムを進めている。
　泉区は区内１２の地域ごとに地区経営委員会、また、
区単位の組織として泉区地域協議会を設置し、地域住民
自治を推進している。図 2を参照。特徴は地区経営委員
会の範囲が連合自治会エリアであること、事務局や会合
等が行えるよう活動拠点づくりの支援を区が行っている
こと、また、コミュニティビジネスの一つとして市の環
境創造局と連携し、地区経営委員会等に校庭の芝生の管
理業務を委託する方式の導入を図りつつある。こうした
財源確保や事業性を高める動きは地域自治組織の自律性
を高める試みとして期待したい。こうした要綱による試
みは先に述べたようにあくまで首長の諮問・答申に留ま
る。答申・諮問の実行性を高めるための義務や責任をど
う高めていけるのかが課題であろう。
3 節　モザイク都市における地域住民自治
　大都市では、市域全体を包むような制度設計はあまり
なされておらず横浜市泉区のような要綱を策定すること
で対応しているのが現状である。名古屋市がモデル実施
した「地域委員会制度」も各区ごとに取組の温度があり、
制度設計としては市域全体を包み込むものであるが実体
としては有効な制度とは言い難い。
　こうした状況を踏まえ、地域住民自治の主体やそれを
支援する仕組みはどのような姿となるであろうか。ここ
ではそうした姿を描く上で重要となる、地域の実態を確
認する。成熟期を迎えた都市居住地では開発から 30 〜
40年が経ち複雑多様に地域社会が変容している。町丁レ
ベルといったミクロの視点で都市を捉えると、地区の特
性はモザイク状に異なっており、公共的な課題解決は一
律な対応は困難である。言い換えれば、ミクロレベルの
地域特性に応じた課題解決の取組や、政策実現を担う役
割が必要ということである。市民と行政、市民と市民の
間にあって、地域特性に応じて柔軟に応答できる、いわ
ゆる中間支援的な機能の必要性が増しているのである。
家族機能の変化やライフスタイルの変化による暮らしの
表 1　合併特例区と合併特例地域自治区の比較
総務省資料を元に著者作成
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chihou_seido/singi/pdf/
図 2 　横浜市泉区独自の要綱による地域住民自治の仕組
み
横浜市泉区資料を元に著者作成
http://www.city.yokohama.lg.jp/izumi/02suishin/03chiikiryoku/
kyougikai.html
地域自治区
( 合併新法等によるもの )
合併特例区
( 合併新法等によるもの )
法人格 なし あり
区長 ( 特
別職 ) 置ける 置く
期限 市町村の協議で定める
期間
5年以内で規約で定める
期間
対象エリ
ア
市町村の区域の一部のみ
に置くことができる
市町村の区域の一部のみ
に置くことができる
＊合併特例区を設ける区
域については、地域自治
区を設置	しないことが
できる
区の事務
所の設置
事務所、地域協議会を置
く
事務所、合併特例区協議
会を置く
＊区の予算の作成、公の
施設の設置・管理
地区の名
称
地域自治区の名称 ( 制限
はない ) は、住居表示に
冠する
合併特例区の名称は、住
居表示に冠する ( 合併特
例区の	名称は自由 )
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ニーズの変化、世代交代による新旧住民のコミュニティ
形成、孤立化や貧困への対応など、ミクロレベルの地域
特性に応答できる中間支援の重要性は増すばかりである。
特に市域全体や行政区域で十分な対応が難しい比較的大
きな自治体では、地域ごとの特性に合わせた地域住民の
創造的な活動支援や、複雑困難なニーズや専門性に対応
する中間支援組織が、地域住民自治を進める上で不可欠
な存在となっているのである。
　図３は横浜市郊外エリアに位置する x区 y 地域の地区
の多様性を、中学校区エリアを対象として町丁別に示し
たものである。将来のニーズ予測を検討するための分析
指標として国勢調査データの、a. 人口・世帯に関する指標、
b. 住宅に関する指標、c. 就業・通勤に関する指標の９つ
の中から主成分析により導出した３つの指標〈高齢者の
み世帯率〉〈戸建率〉〈乗合バス利用率〉のに着目し、そ
れらの組み合わせの８通りに分類した評価手法「多様性
分類」5）により、町丁別に空間分布を表したものである。
　中学校区程度の範囲であっても、地区の状況が多様に
異なることがよくわかる。この y地区内でも４つのタイ
プが混在しており、将来異なる対応が必要になることが
伺える。本稿の主旨から捉えると、小地域ごとに異なる
状況に合わせた対応が可能となる組織や制度、そして仕
組みが必要ということであり、こうした地域住民自治の
主体を育むためにどのような支援や仕組みが必要になる
のかが問われているということである。
Ⅱ章　コミュニティサービスの　　
出現と支援ニーズ
1節　家族機能の変化と
　　　　　　コミュニティサービス
　本章では地域住民自治を担う新たな主体形成に関する
問題がどのような背景から生じているのか、また、地域
自治組織の担う地域のニーズがこれまでとどのように異
なるのかを整理する。
　一人ひとりの暮らしのニーズとその充足を “ 補完性の
理論 ” から捉えるならば、ニーズを持つ当事者自らが
できることはする	→	それが実現できないときに家族内
サービス、つまり家族内の相互扶助により解決を図る	→	
それが実現ときに近隣や地域社会に求める	→	そして最
後に行政や政府に委ねるのである。こうした原則に立ち
つつ、現実を見れば、当事者自らや家族が解決できるニー
ズの領域は減退しているのではないだろうか。高齢者で
あれば、身体的な変化とともに移動が困難となったり、
中でも男性が一人暮らし高齢者となった場合は、低栄養
とならない食事の摂取は一層困難となる。こうした時に
家族内にこうしたニーズに対応できる者がいれば通常の
暮らしをそれほど不便なく送ることができる。しかし、
子世帯の離家や高齢者のみ世帯の増加、さらには単身化
により、家族内相互扶助機能は低下している。これによ
りこれまで家族内で賄われていたサービスは他に委ねら
れることになる。食事、衛生、力仕事、移動、話し相手、
見守り活動などの日常生活に不可欠なサービスが不足し
ていく。言い換えればこうしたサービスの担い手やその
担い手を支援する仕組みが身近な地域社会に求められて
いるのである。
　このように家族機能の低下によって地域住民自治は新
なフェーズに入った。そしてこうした現状は、戦後生殖
家族として大量の核家族を形成した最初の世代（1930
年代・40年代生まれ）の現在の高齢世代が多く住む都市
郊外エリアで急速に広まっており [2]、“ 暮らしのサービ
スを生み出す地域住民自治 ” がよりフォーカスされるの
である。
2 節　コミュニティサービスの支援ニーズ
　
　暮らしのサービスを生み出す地域住民自治とはどうい
うものだろうか。まず、前節で挙げたような食事、移動
などのサービス資源が必要となる。既存の活動があれば
それを支え、無ければ創り出す必要がある。また地域に
住む一人ひとりの声を受け止めニーズを把握する機能、
またニーズとサービス資源を結びつける支援も必要とな
る。ここでこうした暮らしに必要なコミュニティサービ
図 3 　横浜市郊外エリアに位置する x 区 y 地域
戸建率 高齢者のみ世帯率 乗合バス利用率
40% 以上 10% 以上 20% 以上
40% 以上 10% 未満 20% 以上
40% 未満 10% 以上 20% 以上
40% 未満 10% 未満 20% 以上
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スの支援を中学校区エリアで展開している横浜市地域ケ
アプラザを例にコミュニティサービスの支援ニーズを整
理したい。
　表 2の下段「地域交流事業」がコミュニティサービス
の支援ニーズに該当する。対象別に機能を整理すると次
のようになる。個人を対象とするものと団体を対象とす
るものがあり、それぞれ実態やニーズを知る機能、ニー
ズをもとに地域ケアプラザが事業を企画実施する機能、
個人の課題解決（話し相手や具体的なニーズにサービス
資源の結びつけ）や団体の課題解決（団体設立、マネジ
メント、他団体との連携、助成金等の情報提供）を支援
する機能がある。そして地域の自治会町内会、地区社会
福祉協議会、各種ボランティアグループ等の関係団体と
地域課題を共有したり、協働を促す機能がある。主体と
それらへの支援の関係性を表すと図 4のようになる [3]。
　横浜市の地域ケアプラザは、行政が主導し、指定管理
制度により民間の力を活用し、暮らしに必要なサービス
を生み出そうとする拠点であり、仕組みである。しかし
ながら、地域福祉の推進を基盤とした制度設計であり、
旧来型の自治会町内会等を中心とした地域自治組織のメ
ンバーにとっては、行政の下部組織で福祉領域のサービ
スを「してくれる」事業所あるいは施設として捉えられ
てしまう傾向がある。また先に示したように町丁ごとに
複雑多様化する地域の個別ニーズに十分な対応ができる
のかといった問題も残る。
Ⅲ章　地域住民自治と中間支援組織
1節　中間支援組織の出現と定義
　
　ここまで特定の地域的まとまりにおいて公共的な課題
の解決を目指す地域住民自治組織や、そうした組織が担
う支援ニーズについて整理してきた。そして横浜市の地
域ケアプラザの例として、主体とその関係性に対する支
援の必要性があることを整理した。行政設置の中学校区
エリアを対象としているという点では地域住民自治の主
体とは言えないが、出現するコミュニティサービスやそ
れを担うサービス資源への支援ニーズの整理という点に
おいては、地域自治組織自らが担う役割、ないしは身近
な支援機関等と連携して担う役割の方向性を確認できた。
そして支援の対象が主体とその関係性という特徴は、我
が国においてもすでに一定の経験のある中間支援組織の
取組がある。本章では、“ 暮らしのサービスを生み出す ”
という観点からこれまでに育まれてきた中間支援組織の
実態や役割の変化を確認する。
表 2 　横浜市地域ケアプラザ概要
図 4 　主体と支援の関係　　CP：地域ケアプラザを示す。
事業内容
管理運営
地域の福祉・生活の拠点施設として (1)
地域活動・交流の活性化 (2) 在宅介護支
援センターにおける相談等 (3) 保健・福
祉サービス (4) 居宅介護支援事業　(1)(2)
は市からの委託金、(3)(4) は介護保険に
よる運営。管理運営は市から委託された
社会福祉法人が行う。今後は指定管理者
制度を導入。
地域交流事業
地域交流事業は CP事業内容の内、特に
（1）について行う。具体的な事業の内
容については地域特性に合わせて実施さ
れるが、全 CPに共通するものとして次
のようなものがある。a. 自主事業の企画	
b. 貸しスペースの活用	c. 担当地域状況調
査（ニーズ発見・社会資源把握）	d. 住民
との連携　e. 協働の場づくり *　ｆ . 個
別ケースへの関わり　g. 社会資源開発　
ｈ . 関係機関との連携　i.CP 組織内部連
携　
*地域課題の共有や解決方法検討のため
に行う町内会長や地区社協、ボランティ
ア団体他、地域の各主体が参加する会議
の運営
*横浜市健康福祉局施設情報ホームページ、及び地域ケアプラザ
条例より筆者作成
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　中間支援組織は、1995 年の阪神淡路大震災や 1998
年の NPO法施行以降、市民と行政の協働や、市民活動の
連携のコーディネートを支援する取り組みとして、様々
に生まれているが、日本では経験が浅く、学術的に十分
な蓄積がない。こうした中、中間支援組織が、現代社会
の中でどのような役割を担ってきているのか、という視
点から欧米のインターミディアリの事例を紹介したもの
に田中（2005）がある [4]。ここでは中間支援組織を「資
源提供者と非営利組織の間で資源提供時に生じる阻害要
因となっている両者への負荷（探査・交渉・モニタリング）
を軽減する取り組み」と捉え、その中で、中間支援組織
は信頼醸成装置になっていると述べている。また、日本
で初めて中間支援組織について総合的に調査した内閣府
の調査「中間支援組織の現状と課題に関する調査報告」[5]
は、中間支援（組織）を、「多元的社会における共生と協
働という目標に向かって、地域社会とNPOの変化やニー
ズを把握し、人材、資金、情報などの資源提供者とNPO
の仲立ちをしたり、また、広義の意味では各種サービス
の需要と供給をコーディネートする（組織）」と定義して
いる。
　田中や内閣府の報告からみた中間支援とは、「地域社
会や活動団体・組織の変化やニーズを把握しつつ、資源
提供者と活動団体・組織の仲立ちをし、その間に生じる
阻害要因を軽減する取り組み」、と整理できる。これを高
齢者のケアサービスに置き変えて整理しなおすと、「地域
社会やニーズを持つ高齢者のニーズや課題を把握しつつ、
サービス資源とニーズを持つ高齢者の仲立ちをし、その
間に生じる阻害要因を軽減する取り組み」と捉えること
ができる。
　また、こうした中間支援の役割とは別に、地域社会の
中に新たに必要となる集団の特性に注目して ‘ 中間集団 ’
の重要性を議論した佐々木・金（2002）[6] は、中間集
団は、政府と個人の間に生成・機能・活動・発展する媒
介する主体であるとし、またそれを既存の伝統的共同性
ではなく、新たなネットワークと理解すべきとしている。
さらに、目標や課題を持つ個人・集団を結び、活かす役割・
活動を遂行するものとしている。
以上の議論を踏まえ、本論における中間支援を定義する
と次のようになる。
　“ 中間支援とは、家族機能の低下に伴い生まれた暮ら
しのニーズの充足に向けて、「ニーズを持つ住民」「サー
ビス提供者」「行政」が協働によって、新たなサービス資
源をつくり出すことや、またそれをニーズを持つ住民に
結びつけること、これらを支援することである。” そし
てその媒体となる組織体が中間支援組織である。
　2節　横浜における 1970 〜 80 年代の
　　　中間支援組織
　
　横浜市は、1960 〜 70 年代に爆発的な人口増を迎え、
市街地が形成された。市民活動もその頃、環境保全・美
化活動や、青空保育、移動図書館など暮らしに直結する
身近な分野で発展した。70〜 80 年代に入ると、神奈川
県消費者の会連絡会、よこはまの川を考える会、カラバ
オの会（外国人の労働・人権問題の総合支援）など、各
分野の専門性をもった中間支援組織や、かながわまちづ
くり情報センター（通称：アリスセンター）といった分
野を超えた総合的な中間支援組織が誕生している。また、
急速に市街化した横浜の特徴とも考えられるが、戸塚区
郊外のドリームハイツには、当時人口一万人ほどのエリ
アに、地域内の団体が様々な生活課題について話し合う
ネットワーク「地域のつどい」が同様な時期に生まれて
いる。いずれも市民自らが、暮らしや社会の課題に向き
合い、また理想の地域を目指して、集い、中間支援的な
機能を生み出してきたのである。以下に特徴を整理する。
○ 70〜 80年代中間支援NPOの類型
　この頃に多く出現した中間支援組織は、活動領域
に特化した分野型や、総合型である。ごくわずかで
あるが、地域型中間支援組織の先駆例がみられた。
○構成員の特徴
　市民性や現場性を強く持つ当事者集団を核とする
中間支援組織、専門家集団を核とする中間支援組織
がある。
○中間支援組織同士の連携
　小地域で活動する地域型の中間支援組織が、分野
型、総合型と連携して機能を高めている。例えば、ハー
ド整備や地域調査について両者が協働して取り組む
例がある。
3 節　中間支援組織の役割の広がり
(1) 成長プロセスと役割変化
　地域住民自治を進めるために、モザイク化・複雑専門
化する地域課題を把握し、解決策を導く手助けとなる中
間支援組織は、課題を持つ当事者やそれを身近なところ
で支える支援グループにより自生的に出現してきた。そ
うした中間支援組織について、成長プロセスに応じた役
割の変化を整理したユニークな報告がある。（内海宏・桜
井悦子、横浜市発行、調査季報 152 号、2009 年 3月）。
一部加筆してまとめると次のようになる。
＜創成期＞ネットワーク化と交流促進、情報収集・発信
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＜成熟期＞調査研究、政策提案、活動支援、	研修
　こうした共通する役割に加え、資金提供やNPOと行政・
企業との協働の支援、共同事務所の運営を行う中間支援
組織もある。
(2)	行政設置 NPO支援センターの誕生
　1970 〜 80 年代が横浜の中間支援組織の創世記といえ
る。その後、1998 年の NPO法施行などを経て、中間支
援組織が多様なかたちで生まれる。その一つが、行政設
置型の市民活動支援センターである。これまで、いわゆ
るコミュニティ施設としては、公民館、児童館、図書館
などがあり、社会教育法や児童福祉法、図書館法といっ
た根拠法に基づき施設が設置されている。一方、市民活
動支援センターに該当する根拠法はない。つまり、行政
が必要性を認識し、独自に設置、あるいは事業として展
開しているのである。その数は、日本NPOセンタ 「ーNPO
支援センターの現状その①『NPOのひろば』2007 年冬号」
が把握している数だけでも 200 を超える。横浜市では、
市域を対象とした横浜市市民活動支援センター 6）のほ
か、全 18区に区版の市民活動支援センターが設置され、
2013 年 4 月 1 日施行 7）の市民協働条例のなかに中間
支援組織として位置づけられている。また、いわゆるコ
ミュニティカフェなどを市民活動支援の地域拠点として
制度的に位置付けて、市民活動支援を展開している区も
複数現れ始めている。
（3）協働型社会における中間支援組織
　今後、モザイク化・複雑専門化が進む地域ニーズに行
政のみが応えていくには限界があるのは周知の事実と
なっている。また、そもそも市民視点に立った課題解決
や政策づくりを進めていくには、市民等の力が不可欠で
ある。このとき中間支援組織は市民等の代弁者となり、
行政の直接の協働パートナーとして、あるいは市民等と
行政の協働や市民同士の協働を支援する支援者として役
割を果たす。市民社会の成熟に向けて、協働のコーディ
ネートが中間支援組織の重要な役割となっているのであ
る。こうした協働の実践や支援を通して中間支援組織そ
のものの力も育まれてきた。
（4）中間支援組織としての地域協議体へ
　身近な地域における課題解決や創造的営みは、まずそ
こに住む住民自らが連携・協働し、取り組んでいく必要
がある。そうした組織体やネットワークとして、前述し
た地方自治法上の地域協議会や、自治体条例や要綱に基
づく独自の住民自治協議会などの新たな地域自治組織や
協議体が模索され全国で試みられている。横浜市では、「元
気な地域づくり推進事業」として、地域の多様な団体が
連携・協働し、地域の課題解決や魅力づくりに取り組め
るよう、手上げ方式による支援制度を用意してきた。事
業に手を挙げるに際し、地域に協議体を組織化するとい
う点において、これも身近な地域における中間支援組織
の一つの形である。今後、こうした地域の多様な団体が
連帯し、地域の総合的な運営を担う地域密着型の中間支
援組織の創出が期待されているのである。先に示した横
浜市戸塚区ドリームハイツの地域内の団体が様々な生活
課題について話し合うネットワーク「地域のつどい」は
そうした機能が自生的に生まれた好例である。誕生当初
は、地域を総括的に捉えて、各種団体が連携してビジョ
ンをつくり相互に連携して活動していく必要性を感じて
集まった任意のメンバーによる制度上の位置付けを持た
ない任意の活動であった。図6参照。こうしたネットワー
クが少なからず存在しており、いわゆる後付けで制度上
の位置付けや支援メニューを用意した。そのことである
種の地域代表性を帯びていく中間支援の例である。
(5) 地域協議体立ち上げ期の支援
　その立ち上げ期や、専門性の支援として、総合型や分
野型の中間支援組織との連携が望まれる。著者が理事を
務める総合型の中間支援組織「認定 NPO 法人市民セク
ターよこはま 8」は、近年、各地の地域協議体からの連携・
協力の依頼が増えている。連携・協力の内容は表3である。	
　これらの機能や専門性は地域密着中間支援組織（地域
協議体）では十分でない場合があり、総合型、分野型中
間支援組織との連携が求められる。また、地域密着中間
支援組織は、これまでとは異なるネットワークづくりや
事業を展開しようとしている場合が多く、それをマネジ
メントする、リーダー層への内面的な支援や、相互に情
報交換する場の必要性も増しているのではないかと考え
られる。
Ⅳ章　地域密着中間支援の
　　　　主体と役割
1節　地域密着中間支援の主体
　
　地域の中の中間支援の必要となる背景と、コミュニティ
サービスを実現していく上の支援ニーズはこれまで述べ
てきた通りである。1950 年代 60年代生まれの世代に始
まる家族機能の変化により、地域社会は新たなニーズが
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生まれるのである。そのニーズに応えるサービス資源づ
くりと、その資源を支援したり、ニーズとサービスを結
びつける支援をする役割が小地域レベルで必要となった
のである。
　1969 年の「コミュニティ−生活の場における人間性
の回復」においても旧来型の地域自治組織に変わる主体
形成が意図されていた。しかしそれは、旧来の地域自治
組織にとって代わることはなく、ましてやその正当性も
持たない。自由意志に基づき活動を展開するグループな
いしは個人が生まれたのである。それは地域自治組織に
関わるというよりのちの生涯学習や市民活動グループの
創生へとつながったのである。
　暮らしのサービスを生み出す地域住民自治を支える中
間支援の担い手はどのような主体が担いうるだろうか。
現代の地域社会でそうした役割を担う、ないしは一部を
担う主体を挙げる。
(1) 地域自治組織の再編による協議体
　行政区域内を一律の制度によって分権を目指している
こと、地域的まとまりの範域を持つこと、そして地域代
表性を有すること、対応するニーズが限定的でなく総合
性を持つことが特徴である。
　地域住民自治に必要な暮らしに必要なサービス、つま
りコミュニティサービスとそのサービスを実現するため
のニーズに町丁ごとの特性に応える必要がある。その試
みには、都市内分権を進め地域住民自治を実体化するい
くつかの類型があることを 1章 2節 (1) で紹介した。地
方自治法上の「地域協議会」や条例による近隣政府型で
は「住民自治協議会」が中間支援組織に該当する。首長
への答申・建議という立場に留まるか、義務と責任を負
う主体であるかという違いはあるが、地域のニーズを把
握し、合意し、事業を実施あるいは実施を支援するとい
う役割を担うこと、そしてそれらを推進する地域代表性
を有していることは同じである。担い手の高齢化や固定
化などによって既存の自治会町内会の組織推進体制が危
惧されるなか、範域内で活躍する多様な団体を巻き込む
仕組みであり、今後全国の自治体で多様な展開が期待さ
れる。
　歴史的には連合自治会町内会や地区（校区）社会福祉
協議会がそうした役割を担うことを期待されていた。し
かし活動領域の総合性の不十分さや組織運営が機動的で
ないこと、財産所有の責任などの理由から新たな住民自
治組織を構想する自治体が多くなっているのが現状であ
る。
(2) 旧来型地域自治組織
　いわゆる連合自治会町内会や大規模な単位自治会町内
会が中間支援的な機能を担う例も少なくない。著者が地
域づくり支援として関わった横浜で多くの事例がある。
自治会町内会で会計を分けつつ地域レストランを経営し
たり、会員制としてコミュニティバスを運営したりする
例もある。いずれも地域ニーズの把握のためのアンケー
ト調査を実施し、優先して実施すべき事業について合意
を図り、バス会社やNPO、市民利用施設、行政等と連携
し事業を創りだし、経営している。あるいはそうした取
組を行う単位自治会町内会の実施支援をしている。特徴
としては、金銭的な授受の必要性があり、特定のニーズ、
つまり利用者を想定する事業の場合は連合自治会町内会
や単位自治会町内会がNPO法人等をつくり、自治会町内
会とは会計を別にして独自に取り組む点である。地域包
括的な組織にあってリスクを軽減する工夫がなされてい
る。
　多くは月例で連合自治会町内会会議が行われ、各単位
自治会町内会の役員が一同に会する会議が行われている。
行政から伝達事項の共有や、単位自治会町内会同士の情
報交換の場となっている。一方で、自治会町内会の役員
のみが集まる場となっていることが多く、ニーズを持つ
当事者や当事者を支援するボランティアグループなどは
メンバーとなっておらず、地域を代表する組織であるも
のの扱うニーズは限定的と言わざるを得ない。こうした
ことからも (1) で示したような新たな地域協議体が望ま
れているのである。
(3) 行政設置NPOセンター・まちづくりセンター
　地域自治組織に限定せず、広義の中間支援組織をみて
みると我が国においても多様な展開がある。その代表的
なものが 2000 年以降増えている各市町村が条例や事業
委託により設置する市民活動支援センターやまちづくり
センターの類である。図 5は日本NPOセンターが 2013
表 3 　地域協議体立ち上げ期の支援
・新旧住民や多様なコミュニティが集う際の意見交換
や合意形成、つながりのきっかけづくりなど、地域
の当事者では扱い難い立ち位置が求められる際の
ファシリテーション
・調査等専門性が必要とされ、地域にそうした専門性
を持つ人材や団体がいない際の技術的貢献
・コミュニティビジネス化や、その主体となる組織づ
くり、法人化に関するアドバイス
・当該地域には無い事例や経験に関する情報提供
・リーダー層を対象とした学び合いの場づくり
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年度に実施した「2012 年度 NPO支援センター実態調査
報」[7] による NPO支援センターの合計数と設置年をグ
ラフにしたものである（民間の中間支援センター含む）。
2001 年から 2010 年まで毎年 2桁以上増え続けた。
　この調査では NPO支援センターを「① NPOの組織支
援を主にしている、②常設の拠点がある、③ NPO の組
織相談に対応できるスタッフが常駐している、④分野を
限定せずに支援をしている」の 4点を満たす団体をNPO
支援センターとしているため、本稿で定義した中間支援
の定義とは必ずしも一致しないが、当事者や当事者に関
わる関係者が自発的に公共的な課題解決に向けた取組を
支援するという点では同じである。地域住民自治システ
ム再編がより強力に進んだ地方分権一括法施行と時を同
じくして NPO 支援センターも増えているのである。公
共的な当事者問題の解決という点で同じ行動理念を持つ
とも考えられ、地域自治組織や地域密着中間支援組織は、
NPO支援センターと連携し、彼らのもつ特に調査や情報
収集、そして政策提言といった専門性を活用することが
期待される。
(4) 公民館等の地域型市民利用施設
　公民館は、社会教育法に定められた社会教育施設で目
的達成のために、次に掲げる事業を行う（社会教育法第
22 条本文）。社会教育法制定の 1949 年以降、生涯学習
センターや市民センターなどの名称で全国的に数多く設
置されてきた。①定期講座を開設すること。②討論会、
講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。③
図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。
④体育、レクリエーション等に関する集会を開催するこ
と。⑤各種の団体、機関等の連絡を図ること。⑥その施
設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。こう
したことからも暮らしのサービスを作り出す機能は持た
ず、中間支援組織とは言い難い。
　こうした中、社会背景の変化とともに、各市町村が条
例や委託仕様書等において、地域コミュニティの醸成な
ど地域づくりに直接関与することを意図した施策も展開
している。横浜市の類似の施設である「地区センター」
では、条例の内容は社会教育法とほぼ同様となっている
が 9）、横浜市都筑区の最新の指定管理業務の仕様書にお
いて、「地区センターの設置理念に基づき、地域コミュニ
ティの醸成や地域の連携に寄与できるよう管理運営を行
うこと。」とされている。著者は３年間都筑区において、
区内の全４地区センターの職員に対して、地区センター
機能強化研修と題して、住民との連携やまちづくり支援
機能について検討しあう研修を実施してきた（表4参照）。
また神奈川県平塚市においても公民館の機能転換を検討
する委員会で議論を重ねてきた。公民館という地域住民
の比較的多くの人が、利用経験があり身近な印象をもつ
公的施設が地域の中で中間支援的な機能を果たすことを
多いに期待したい。現状は未だ貸し室やその管理、自主
事業、強いて言えば施設運営への住民の参画を行うこと
に留まるところがほとんどで地域コミュニティという施
設の外へ目を向けることは多くはない。
写真 2　単位自治会（世帯数約 2100）が
経営する地域レストラン 図 5 　NPO 支援センターの数
写真 1　単位自治会（世帯数約 970）が運
行するコミュニティバス
42
(5) 民間中間支援組織
　その出現の背景や先駆性、専門性などの特性に関して
Ⅲ章で紹介した通りである。地域住民自治という観点か
ら捉えれば、分野別の中間支援組織であれば地域の中に
生じる複雑で専門的なニーズに柔軟に対応し、直接サー
ビスを得たり、身近な地域で活動する類似の団体の支援
と連携を通して課題解決の力となるだろう。総合型の中
間支援組織であれば、より広範の課題解決事例等の情報
提供や、中間支援的な役割を担う人材が必要なワーク
ショップデザインやファシリテーション技法についてア
ドバイスを得たり、必要に応じて登場してもらうことが
できる。
　こうした広範に活動を行う中間支援組織とは別に、Ⅲ
章 3 節（4）で紹介した横浜市戸塚区ドリームハイツ地
区の「地域のつどい」のように、都市内分権といったガ
バナンスの仕組みとして上から被された組織ではなく住
民自らが地域住民自治推進のために、つながりを生み出
したネットワーク組織が、地域密着中間支援組織のある
べき姿の一つとして確認できた。地域のつどいの参加団
体については図 6 参照。
(6) その他（コミュニティカフェ等）
　この 5 年～ 10 年ほどの間に爆発的に増加し、身近な
ものとなった地域の拠点として「コミュニティカフェ」
がある。空き店舗や空き家、あるいは空いているスペー
スの活用など、人口減少や、世帯分離・死別等による世
表 4　横浜市都筑区地区センター機能強化研修の概要
図 6 　横浜市戸塚区ドリームハイツ地域のつどい
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テーマ
１年目
第１回
目を点2の」るめ深 を解理のへ域地れ触に史歴の筑都「」るす解理を義意や割役のータンセ区地「 ・
的に、聴く、書く、語るの要素を取り入れたプログラムを準備
・グループに分かれ、講演内容をもとに新聞づくりに取り組んだ
第２回
＊バスツアー
・貸切バスで本牧地区センター視察
・地域ニーズに基づく地区センター運営について
・ グループワーク、館長との ( 記者会見風 ) 質疑
第３回
・今年度を振り返って心に残った「へえ～」の発表と共有
・ 各地区センターの事例を共有
・ 市民活動支援センターの事例を共有
・ 参加者から「私にできること」を発表
２年目
第１回
・ 昨年度講座のふりかえり
・ 各館の取組事例発表
演講」りくづちまの体主民住ぐなつを域地、を人「 ・
・ ワークショップ「地域の人材を輝かせるために地区センターができること」
第２回
＊バスツアー
・貸切バスにて宮前市民館館、野川子ども文化センター見学
・自主事業の企画づくりについて学ぶ
・ファシリテータによるワークショップ
第３回
・地域課題を見出し、利用者を含めた地域の人材が参画する自主事業の企画を、「シニア男性」「子 
ども」「子育て世代」をテーマとして考える
・各館に分かれ、自由に次年度の企画案
３年目
第１回
・ 前年度までの振返り
・ 各館の取組事例発表
プッョシクーワと演講」ぐなつを域地でトーネィデーコ「 ・
第２回
＊バスツアー
・貸切バスにて武蔵野プレイスを見学
・館長による施設の説明と意見交換
第３回
・ これまでの研修の振り返り & 事前アンケートの報告 
　 グループセッション 1: センターナウ
　　　　事前アンケートを各館の席上にフィードバックし、共有
　 グループセッション 2: 何が変わった ?
・ 地区センターごとに B・A( ビフォー・アフター ) マップを作成
有共に的覚視もていつに」かのたっわ変にうよのそぜな「     
その他
研修以外にコミュニティの醸成を目指す地域拠点として下記の体制等の整備を行った。
・区役所内所管課（地域振興課）地域力推進担当が地区センターの当該事業を支援
・地区センターの活動団体を対象として、地域との接点を持った活動する団体の 活動費を、1 万円を上限に補助する制
度「都筑区民のゆるやかなつながりづく り補助金」の制度を新設
・研修企画においては、事業担当者同士による月一回の検討会を重ねるとともに、研修後には振り返りの機会を設けた。
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帯人数の縮小から、以前に比べ空間活用が進みやすくなっ
たことが背景の一つと考えられる。料理やコーヒー、菓
子類の提供、手芸教室、語学教室といった特技を生かし
たサービス提供を行いつつ、居場所機能を合わせ持つ地
域の中の拠点である。コミュニティ醸成機能が高まれば、
地域の情報収集や発信、相談を受け関係機関・団体につ
なぐ、講座やイベントの開催、専門性や経験を生かした
他団体の支援など、多彩な事業を展開する。地産地消や
地域人材の活用など、新たな需要の喚起や雇用促進といっ
た地域活性化を先導する役割を果たす場合もある。
　いずれの活動や機能も運営者の判断によるところが大
きいが公共の市民利用施設より身近であって、既存の
地域自治組織に比べ関わりやすいことからも、地域密着
中間支援組織として多いに期待できる。横浜は 10 年以
上前からそうした機能をもつ港南台タウンカフェなどコ
ミュニティカフェが多く存在する地域であり、2015 年
度にはコミュニティカフェの中間支援機能に着目した調
査が横浜市市民活動支援センター自主事業として、横浜
コミュニティカフェネットワーク (YCCN) により進めら
れている。
2 節　関係性の再構築／場の再構築
　地域住民自治を進めるため、地域自治組織やそれを支
える組織に必要な中間支援の今後の役割を展望したい。
地域ニーズの多様化や担い手の固定化はどこの地域でも
聞く地域まちづくりを進めていく際の困難な問題である。
これは、もはや一つの団体・機関で解決するには限界が
ある。また、つながりが希薄な現代の地域社会では、顕
在化しにくい声なき声を受けとめる場も必要である。こ
うした現実を受けとめ、応答していくためには、住民同
士のネットワークづくりや、団体同士の間にあって、そ
れぞれの持つ情報の共有や、目的に応じて柔軟に協働が
進む支援が不可欠である。地域社会の中の新しい仲間づ
くり、つまり「新しい関係性を創り出す」役割が一層重
要となっていると考えられる。
　特に 1960 年代 70 年代に開発された都市郊外の住宅
地では、入居第一世代と言える 1920 年代 30 年代生ま
れの人が平均寿命を迎えつつある。こうした地域では住
民が世代交代しつつあり、新しい入居者との新しい地域
づくりを始めなくてはならない。当然のことながら高度
経済成長期の不動産価格とは異なり、地域によっては当
初の３分の１ほどに不動産価格は下がっている。経済的
に差があり、ライフスタイルの異なる住民とまちのビジョ
ンを描き合意形成し、実行していく必要がある。元来、
同質的な住民が多い郊外住宅地において、そうした複雑
多様な価値をもつ住民ととのつながりをつくっていかな
くてはならない。新しい住民層のニーズに即した “ 子ど
も”に関するテーマ設定や全住民が関係する“防災・防犯”
に関するテーマ設定をする、住民全員が関わり方は異なっ
ても参加できる組織マネジメントなど、地域自治組織の
新たな運営課題が生まれているのである。
　また、声なき声を受けとめる場であり、住民同士・団
体同士が語りあい、分かちあう、そして自分を表現する
場を創り出す役割も求められるだろう。前節で紹介した
コミュニティカフェはその現れだろう。また、コミュニ
ティカフェだけでなく、既存の自治会町内会館を開放し、
常設型のサロンにしたり、乳幼児を持つ親子サロンを実
施したりという例もみられる。こうした場は、新しい関
係性を生み出すきっかけにもなり、ニーズを発見する場
でもある。このように既存の資源を生かして「身近な公
共の場を創り出す」役割も重要と考えられる。
Ⅴ章　地域における学び合いの　
　　　再構築
1節　地域住民自治に向けた学びの場づくり
　
　地域住民自治を進めていくためには、関係性や場を創
りなおしていく役割が地域社会の中に必要であり、中間
支援の重要な役割であることを整理した。そしてそこに
は、こうしたことを理解し、担っていく人が地域社会の
中に必要である。担い手の世代交代が進むなか、こうし
た役割を担う地域人材が地域社会の中に多彩に存在する
ことこそが重要である。しかし、残念ながらそうした人
材を育む場はない。前章で整理した中間支援組織の６つ
の主体のなかでそうした人材養成に取り組んでいるとこ
ろはあまりない。
(1) 学びの場づくりの担い手
　旧来型の地域自治組織をベースとする地域自治組織の
再編による協議体や旧来型地域自治組織は現在の行事コ
ミュニティとしての役割や防犯・防災活動が中心であり、
現在、これからを見据えた人材養成をする余裕はないだ
ろう。
　行政設置 NPO センター・まちづくりセンターは NPO
やテーマ型のボランティア支援に注力しており、地縁を
規範とした自治会町内会や市民活動の関わりが弱く、情
報やノウハウの蓄積が十分でないため取り組むことが難
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しい。特に都市のスケールが大きくなれば地域に密着し
た生きた情報をもとに企画すること自体が困難となる。
一方で講座の企画から実施のノウハウを持ち、また行政
設置のセンターとして信頼度は高いため、総合型あるい
は専門型の中間支援組織として、そうした人材養成をバッ
クアップすることができるのではないだろうか。
　公民館等の地域型市民利用施設は地域の多くの人が知
り、また利用したことのある身近な市民利用施設として、
今後、地域住民自治推進のための新たな学びの場を用意
していくことは多いにあり得る。横浜市の地区センター
がその可能性を示した。問題となりそうなことは、そも
そも社会教育施設としてこれまで地域の課題解決やそれ
を担う人材ないしは組織づくりの支援をしてきた経験が
十分ではなく、地域からの理解が得られにくいことであ
ろう。施設の職員も仮にそうした機能を施設が持つこと
になったとしてもノウハウがなく混乱するだろう。著者
が３年間関わった横浜市都筑区の地区センター職員研修
でもそうであった。３年間を通して館長、副館長が認識
としてそうした意義や事業の方向性を持つのがやっとで
ある。限られた体制で管理運営することから既存の事業
との仕分けも必要となる。考えられることとしては、そ
うした新たな学びの場を、地元リーダーや行政設置NPO
センター、ないしは専門家と協働で企画する、そしてそ
の企画を地域の目線でコーディネートするという役割を
担うのである。地域住民自治を進める担い手像は、地域
ごとに異なるため、住民参画で必要な担い手像を描き、
プログラムを開発していく必要がある。
　民間中間支援組織は、組織の特性からみると、社会問
題と向き合い、現場や当事者と共にネットワーク化し問
題解決を目指すという指向性がある。つまり、現場や当
事者の視点で問題解決する力、そのための生きた情報を
得るネットワーク力を有している。また扱う問題領域に
よってワークショップデザインや高いファシリテーショ
ンの技術を有している場合も少なくない。こうした専門
性や現場ネットワークを新たな学びのプログラムづくり
で活かすことができる。例えば地域の移動や配食を考え
る時、移動サービスを地域でどう立ち上げるか、配食サー
ビスを展開する際の困難とそれを乗り越えるノウハウは
どのようなものかなどについては、実践者に尋ねること
で、これから何をどのように実行していくかが把握でき
る。
　その他については、コミュニティカフェそのものが、
先に挙げた「関係性の再構築」「場の再構築」を少なから
ず実現しているものであり、実践的な学びの空間と捉え
ることができる。そこを訪れ、これまで出会わなかった
人と出会う、あるいは既に知っている人であっても新た
な一面を知る、また、高齢者向けサロン（認知症カフェ
や食事会など）や乳幼児向けのサロンを開催したりする
こともできる。地域に必要なニーズを敏感に感じ取り、
関係性をつくり、新たな場の使い方を実践していく、小
さな公共空間の場となっている。人材養成という観点か
ら捉えれば、こうしたコミュニティカフェのような場の
意味を知ること、そして実践的な学びの場として捉える
ことができよう。
(2) 学びの場づくり事例：よこはま地域づくり大学校
　近年、地域住民自治を進める学びの場として成果を挙
げつつある事例として、認定NPO法人市民セクターよこ
はま（以下、セクター）が横浜市や各区と協働して取り
組む「よこはま地域づくり大学校（以下、地域大）」（後
に協働の地域づくり大学校と改名）10）を紹介したい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　地域大は、2009 年にセクターが１年間をかけプログ
ラム開発した。先に挙げた横浜市戸塚区ドリムームハイ
ツの「地域のつどい」のメンバー、連合自治会町内会長
等地域の役員として多彩な活動を実現するメンバー、地
域に密着して在宅福祉のまちづくり活動を行うNPOリー
ダーが集まり、プログラムづくりの意見交換、活動視察等、
月に一回程度集まり議論を重ねた。図 7のような企画が
生まれた。大学校のキャッチフレーズは「自分たちの力
で地域の将来を予見し、暮らしやすい地域づくりを実現
する。」である。パンフレット案内では、	次のように説明
している。−「住んでいてよかった」と思える地域を	自
分たちの手で実現するための学びあいの場です。	講師・
事例紹介者・受講者と学びあうことで、地域の資源・人材
を総合的に捉え、	地域の様々な問題を協力し合いながら
解決していく「自治の力」を身につけていきます。	自治会・
町内会、ボランティア・NPO、地域の施設・機関、学校、	
行政、社会福祉協議会などいずれにおいても必要とされ
る「公共の感覚」と「経営の感覚」を	兼ね備えた人材と
して自分を再発見しませんか。−
　この大学校の特徴は、①講義形式ではなく、受講生同
士が経験や情報を出し合い学び合うことを重視している。
②実践者、特に現自治会町内会等の役員や次のリーダー
層を対象としている。③同じ地域から複数名の受講を勧
め、割引制度を設けている。これは複数で受講してもら
うことで現場に戻った際に協力し、実際の変化を生み出
しやすくなるのではないかといった期待が込められてい
る。④地域を知るプログラムを重視している。⑤実践に
つながる受講後のフォローアップを重視している。⑥地
元のキーパーソンらと共に企画づくりを進めている。⑦
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写真 4　グループごとに地図づくり
写真 3　付箋と地図を持ちまち歩き
写真 6　マイプラン発表の様子
写真 5　現場視察後のまとめと発表の様子
図 7　初年度（2010 年度）地域づくり大学校プログラム
パンフレットより抜粋
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企画・実施をする際に事務局は、行政やセクターではなく、
地元のNPOセンターや社会福祉協議会を中心に据えてい
る。
　2010 年度に市域を対象として開講した地域大は、
2013 年度より区版の地域大を始めている。2015 年度に
は８区で区版の地域大を展開しており、また２区で連合
自治会町内会の範域を対象とした小地域版の地域大の実
施ないしは検討を始めている。より現実の実態に即し、
地域課題の解決を講座の過程を通して実現していこうと
するものである。区版の地域大の概要は次の通りである。
　・対象者　自治会町内会役員、地域づくり実践者、　　
　　　　　　地域づくりに関心のある人
　・開催回数　６回
　・主なプログラムの内容例（各区年度により異なる。）
1講−地域づくりの総論について講義形式で学ぶ。　　　　	
参加者同士の紹介と交流。
2講−地域を知る：区内の地域づくりが盛んな地域　　
を地元の人の案内で町歩きを行い、その後地図
づくりを行い、地域を見る視点を養う。
3講−テーマ別勉強会（テーマ例：住民同士の交流、
防災まちづくり、若者まちづくり）：テーマに即
した区内の実践者数例からの話題提供の後、同
テーマに関するワークショップを実施し、実践
的な活用法を考える。
4講−他区の事例の視察（視察例：地域レストラン、
農空間を活用したまちづくり、地域見守りシス
テムなど）：受講生により投票等を経て訪問先を
決定する。現場視察後、視察先実践者との意見
交換や交流を図る。
5講−マイプラン作成：自らの地域で、具体的な地
域課題を設定し、実現できそうなことを構想・
計画する。
6講−マイプラン発表、講演、修了式：卒業生のう
ち数名によるマイプランの発表とアドバイザー
等による講評を行う。その後、地域づくりのプ
ロセスや現代的なテーマに関して講演を行い、
これまでの学びを総括的に振り返る。
２節　協働でつくる学び合いの場づくりの
　　支援
　地域住民自治推進のためには、住民同士の新しいつな
がりを育む関係性の再構築と、そうした関係性を生み出
したり、地域ニーズ等を把握できる身近な公共空間の創
出を意図する場の再構築が不可欠であり、地域密着中間
組織の要として期待したい地域自治組織は、そうした役
割を総合型中間支援組織や行政と連携して創り出してい
くことが求められる。そうした中間支援の担い手を育む
先駆的事例の一つとしてよこはま地域づくり大学校を紹
介した。地域自治組織が中心、ないしは区のNPOセンター
が事務局の中心となり、市域の総合型中間支援組織や行
政と協働して人材養成プログラムを開発・実施していた。
図８にその全体像を示す。
　5年にわたり、市域の総合型中間支援組織として地域
大の運営に関わってきた著者は、区版の地域大の企画・
実施支援やさらに小地域版の地域大の企画支援を行った。
こうした経験からノウハウの普及を目指し、留意点を整
理したい。
◯受講対象者：実践者や実践を想定する人を対象とする
学び合いの場とすることである。言い換えれば巷に溢
れる地域デビュー講座ではないということである。実践
している人が相互に学び合うことを前提とする。座学を
極力減らし実践する受講生同士の経験や知識を出し合う
フィールドワークやワークショップ形式とするのはその
ためである。
◯プログラム：講座の内容は「地域を知る」を重視した
プログラムづくりとする。地域の実態を把握する視点と
方法を養うことで、ニーズに基づいた計画を立てる基礎
を身につけることができる。
◯地域自治組織の参画：連合自治会町内会等の既存の地
域代表組織との共催あるいはお墨付きを得ることである。
そうした地域を代表する組織そのものが主体的に取り組
む企画であることを共有することが大切である。受講生
の推薦を役員等からしてもらうことでより実践的な学び
合いの場となる。
◯総合型・分野型中間支援組織の役割：連合町内会の役
図 8　新たな人材養成のための地域自治組織と各中間支
援組織の関係
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員等の実力者が企画に加わる場合は、特に行政担当者は
そうした人の意見に流されがちであるが、総合型中間支
援組織の立場に立てば、他の事例に関する情報提供等を
行うなど、企画の目的に真に即した客観的な支援を行う
必要がある。よくある例として連合自治会等の既存の地
域自治組織のお手盛りプログラムとなりやすく、結果と
していつもと同じメンバーで同じ内容の話しに陥りがち
となる。
◯新しい実践の発掘と普及：企画の段階から地元の地域
実践者に関わってもらうことは先に述べたが、企画の全
体あるいは該当する回に関する企画について、次世代や
次次世代の若手実践者に参画してもらいたい。これによ
り先輩世代は新しい世代の取組を知ることとなり、連携
関係が生まれたり、新しい世代にとっては評価を得る貴
重な機会となる。また受講生も新しい世代が自分ごとと
して捉えやすくなり、参加者が増す傾向がある。
◯講座の目的：連合自治会町内会等の小地域で実施する
場合は、具体的な地域課題の解決を想定して行う場合が
多いが、第一の目的は課題解決ではなく、学びの場を通
して地域住民自治の理解者や実践者、そして仲間が増え、
自らの地域で実践することを地域密着中間支援組織等が
サポートすることである。
◯事務局：学び合いの講座の事務局は行政ではなく、地
域自治組織等の地域密着中間支援組織が担う、ないしは
協働で担うことが望ましい。行政や総合型・分野型中間
支援組織が講座の主体となり、コーディネートし過ぎる
と行政サービスとしての講座になってしまい、自主性が
減退する傾向がある。
◯フォローアップ：受講生は地元に戻ると一人であり、
実践に移すことが難しいのが現状である。受講終了後の
検証と受講生の取組調査や相談対応・情報提供を丁寧に
行っていく必要がある。２割程度は最終回で自らが提示
したマイプランになんらか取り組んでいる場合が少なく
なく、また悩み足踏みしていることがある。総合型中間
支援組織等が直接支援することも考えられるが、修了生
同士の学び合いと励まし合いの場として OB会や事後グ
ループ等の活動支援をすることが有効である。
おわりに
　本稿では、はじめに現代の地域住民自治の歴史的展開
とその主体形成について概括した。その後、地域社会を
家族機能の変化という視点から、これからの地域住民自
治で重視する取組として、“暮らしを支えるサービス ”を
創り出す、ないしは支援することを基盤とすることを整
理した。なかでも多様な住民層をつなげる地域社会の中
の「関係性の再構築」と身近な公共空間を創っていくた
めの「場の再構築」が必要となることを示した。それら
を実現してくためには旧来型の地域自治組織単独では難
しく、既存の中間支援組織等が連携・協力していく必要
があり、それぞれの役割を考察した。
　今後は、こうした２つの再構築をベースとしつつ、暮
らしを支えるサービス資源を創り出す、またそうしたサー
ビス資源の運営を支援していく人材を育んでいく必要が
ある。そこでは、地域自治組織の組織づくりと法人化、ニー
ズ調査法、ニーズに合わせて専門業者との連携・協力に
よるビジネスモデルの開拓を視野に入れた学びの場のデ
ザインが必要となるだろう。
＜脚注＞
1）	協働推進の基本指針は、「横浜コード」を基本的な理
念とし、横浜市の施策・事業を協働の視点を持って
推進するため、市民の皆様と行政との共通の拠り所
となる緩やかなルールとして、平成 16年７月に策定
された。横浜コードは次の６つの原則に則っている。
①対等の原則②自主性尊重の原則③自立化の原則④
相互理解の原則⑤目的共有の原則⑥公開の原則
2）	1970 年以前のコミュニティに関わる施策は、明治の
大合併による市町村の育成と旧町村のまとまりとし
てのコミュニティの認識と戦時体制下での活用とい
う側面が強く、現代の社会制度や規範となる以前の
ものであり、本論の趣旨と異なるため扱わないこと
とした。
3）	1970 年代初頭からの国によるコミュニティ政策につ
いて総括的に検証している山崎仁朗編「日本コミュ
ニティ政策の検証−自治体分権と地域自治に向けて
−」東信堂、2013 に詳しい。自治省コミュニティ施
策についての評価を、「自治体や住民が施策をどう受
けとめたかという観点」から実証的に解明している。
本稿では特に成果として主体形成に焦点を当てた。
4）	今日の自治基本条例の端緒とされる	2000	年制定の
「ニセコ町まちづくり基本条例」以降全国に広がった。
本条例においても、第 1条の「目的」において、ま
ちづくりにおける町民の権利と責任を明らかにし、	自
治の実現を図ることを目的とする、としている。
5）	ここでは、どのような地域構造が支配的なＣＰであ
るか、もしくはどのような地域構造が組み合わされ
ているＣＰであるかということよりも、一つのＣＰ
48
がどの程度異なる地域構造を持つ地区を抱えている
のか、という多様性のみに着目し、「多様性分類」と
してＣＰの特徴を示すことにした。これは、多様性
の高低に応じて事業を推進する上でどのような問題
が生じやすいのかを把握することが、政策上第一に
検討していくことが必要であり、一つひとつの地域
構造についての分析は、多様性分析ののちに検討す
ることがより個別具体な分析ができると考えられる
からである。
6）	2015 年度事業計画では次の事業を行うとされてい
る。相談事業（特に団体の運営支援）、情報の提供・
発信事業（HPや情報誌のみならず団体運営に役立つ
ノウハウペーパーを配架）、各区の市民活動支援セン
ター支援事業（地域支援力や中間支援力を強化する
研修）、市民活動マネジメント支援事業（会計・税務・
労務等を強化、税理士同士の勉強会）、ネットワーク
構築事業、共同オフィス事業（NPO11 団体のシェア
オフィス）、施設管理。
7）	2000 年に制定した市民活動の推進に関する条例が議
員提案により、2013 年４月１日「市民協働条例」へ
全部改正された。見直し条項があり、2015 年度より
見直しが始まっている。
8）	認定 NPO法人市民セクターよこはまは、横浜市市内
の在宅福祉のまちづくり活動を行う草の根の市民団
体のネットワークが組織の根幹である。介護保健施
工前夜の1998年７月の市民セクター構築のための研
究会に始まった。その後、移動サービス等のテーマ
別連絡会の設立や政策提言を行うと共に、2002 年の
中田市長下において、市民活動共同オフィス事業ほ
か、数多くの協働事業を手がけ、今日の協働契約の
基礎となる協定書などを作り出した。近年は横浜市
市民活動支援センターの運営を担いつつ、自治会町
内会実践者向けの学び合いの場「よこはま地域づく
り大学校」の開発・運営するなど身近な地域づくり
人材の養成や、地域づくりの伴走支援を行うなどし
ている。
9）	地区センター条例第２条
　(1) スポーツ、レクリエーション、クラブ活動及び学
習
　(2) 講演会、研究会、展示会その他各種集会の開催
　(3) その他地域住民の自主的な活動と相互の交流のた
め必要な事項
10）	2010 年度から 2013 年度まで「認定 NPO 法人市
民セクターよこはまが「よこはま地域づくり大学校」
を横浜市からの補助金を得て実施した。講座や先駆
的な取組を学んだ受講生が、自身に学びの成果を持
ち帰り実践に生かすなどの取組が広がった。また２
区では、他区に先行して市民・行政の協働による地
域づくり講座を開講してきた。こうした成果を踏ま
え、2014 年度から「協働の地域大学校」事業として、
横浜市市民局が総括し、区局が連携して進めるに至っ
た。
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